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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

400,783 400,783 活動指標の名称 目標値 223,024 223,024

1 総
開発行為の指導
業務

開発事業者等に対し良好
な居住環境を形成できる
よう、茅ヶ崎市のまちづ
くりにおける手続き及び
基準等に関する条例によ
り適切な指導を行う。

民間の
開発事
業者等

定
例
定
型

適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 申請件数 60件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

1
開発行為の指導
業務

申請書の審査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の設置

申請受付件数
／年

80 93
申請書の審査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の設置

申請受付件数
／年

60件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
開発行為の指導
業務

現場での検査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の設置

検査件数／年 80 93
現場での検査
￮防犯灯の設置
￮自転車駐車場の設置

検査件数／年 60件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
開発行為の指導
業務

開発行為により設置
された防犯灯を市管
理へ移管

開発行為によ
り設置された
防犯灯数／年

50 44
開発行為により設置
された防犯灯を市管
理へ移管

開発行為によ
り設置された
防犯灯数／年

50件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
特定開発事業に
おける公益的施
設の整備

秩序あるまちづくりの促
進を図る

特定開
発事業

者

定
例
定
型

適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 申請件数 30件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

2
特定開発事業に
おける公益的施
設の整備

条例に基づき設置さ
れる自動車駐車場、
荷さばき駐車場の整
備に係る指導、確認

協議書の適正
処理率（年間
協議件数）

１００％
（年３０
件）

１００％
（年３０
件）

条例に基づき設置さ
れる自動車駐車場、
荷さばき駐車場の整
備に係る指導、確認

申請受付件数
／年

30件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
駐車場法に基づ
く路外駐車場に
係る届出等

駐車場法に基づく届出で
道路交通の円滑化を図
り、公衆の利便や都市機
能の維持、増進を図る

設置者

定
例
定
型

適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 申請件数 1件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

3
駐車場法に基づ
く路外駐車場に
係る届出等

届出の受理事務
届出の適正処
理率（年間受
理件数）

１００％
（年０～
１件

2 届出の受理事務
届出の受理件
数／年

2件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
防犯灯設置によ
る防犯対策事業

防犯灯の新設や維持管理
を行うことにより、夜間
の犯罪及び交通事故等を
防止することを目的とし
ている。

市民及
び市内
事業

者、来
訪者等

政
策

青色防犯灯等
導入による効
果的な防犯対
策の実施

93,784
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ ＬＥＤ防犯灯
の設置灯数

200灯 67,576

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
防犯灯設置によ
る防犯対策事業

電気料の支払い業務
（電気料負担金支出
も含む）

電気料口座振
込科目等確認
電気料負担金
支払（上下半
期）

電気料口
座振込…
一括
電気料負
担金支払
月…上半
期は８月
下半期は
１２月

2E+07 23,864
電気料の支払い業務
（電気料負担金支出
も含む）

電気料口座振
込科目等確認
電気料負担金
支払（上下半
期）

電気料口
座振込…
一括
電気料負
担金支払
月…上半
期は６月
下半期は
１２月

33,725

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

4
防犯灯設置によ
る防犯対策事業

修繕管理
（修繕負担金支出も
含む）

四半期

第1四半
期…７月
第2四半
期…10
月
第3四半
期…1月
第4四半
期…4月

3E+07 25,768
修繕管理
（修繕負担金支出も
含む）

四半期

第1四半
期…７月
第2四半
期…10
月
第3四半
期…1月
第4四半
期…4月

25,051

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

4
防犯灯設置によ
る防犯対策事業

市民要望の取りまと
め及び新設工事発
注・確認検査
青色防犯灯・照度の
高い灯具の導入を実
施

設置要望達成
率
設置箇所数／
要望箇所数=
達成率%

100％ 83.4% 44,152

市民要望の取りまと
め及び新設工事発
注・確認検査
青色防犯灯・照度の
高い灯具の導入を実
施

ＬＥＤ防犯灯
の設置灯数

50灯 8,800

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
地域防犯活動推
進事業

市民の防犯に対する意識
を高め、自主防犯活動を
活性化させることによ
り、犯罪の防止や抑制を
促進することを目的とし
ている。

市民
政
策

自主防犯ネッ
トワーク活動
への支援

1,467
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 自主防犯活動
団体数

55団体 1,090

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
地域防犯活動推
進事業

防犯パトロール物品
の貸与等の活動支援

物品貸与自主
防犯活動団体
数

38団体 ４４団体 1,467
防犯パトロール物品
の貸与等の活動支援

自主防犯活動
団体数

55団体 828

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

安全対策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

安全対策課

施策目標 市民生活の安全を確保する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

400,783 400,783 活動指標の名称 目標値 223,024 223,024

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

安全対策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

安全対策課

施策目標 市民生活の安全を確保する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

5
地域防犯活動推
進事業

茅ヶ崎・寒川犯罪ゼ
ロ推進会議

会議回数／年 2回 ２回
茅ヶ崎・寒川犯罪ゼ
ロ推進会議

会議回数／年 2回 262

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5
地域防犯活動推
進事業

（事業№６から統
合）

防犯団体の情報の掌
握とガイドブックの
作成及び防犯ネット
ワーク会議等の開催

防犯ネット
ワーク会議の
開催回数

2回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

601 総
防犯ネットワー
ク支援事業

多くの市民が自主防犯活
動に参加できる環境づく
りを行うため、自主防犯
ネットワークを構築す
る。

市民

定
例
定
型

自主防犯ネッ
トワーク活動
への支援

必要な会議は、開催
しており、効果はで
ている。

Ｂ

601
防犯ネットワー
ク支援事業

防犯団体の情報の掌
握とガイドブックの
作成及び防犯ネット
ワーク会議等の開催

防犯ネット
ワーク会議の
開催回数

3回 １回 （事業№5へ統合）

6 総
防犯関係団体育
成事業

防犯に関する団体を支援
することにより、防犯意
識の高揚を図り、安全で
安心なまちを構築する。

防犯関
係団体

定
例
定
型

435
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 防犯活動団体
数

55団体 435 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
防犯関係団体育
成事業

団体への負担金支出
団体数及び金
額

2団体
435,00
0円

2団体
435,00
0円

435 団体への負担金支出
団体数及び金
額

2団体
435,00
0円

435
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

6
防犯関係団体育
成事業

会議への参加 会議回数 3回 ４回 会議への参加 会議回数 3回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総 交番設置要望

香川地区の都市化の進展
に伴う交通事故や犯罪の
増加を防止するため、関
係機関に対し交番新設を
要望する。

市民

定
例
定
型

交番の設置促
進

継続委的な取り組み
は行えている。 Ａ 要望及び協議

の実施回数
年１回 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

7 交番設置要望 県への要望活動
要望及び協議
の実施回数

年１回 年１回 県への要望活動
要望及び協議
の実施回数

年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
交通安全計画の
推進

交通安全対策基本法に基
づき策定した茅ヶ崎市交
通安全計画を指針とし、
交通対策施策に取り組
み、交通環境を良好に保
持し、交通事故を防止、

市民、
関係機
関、団
来等

定
例
定
型

適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 計画の進行状
況の確認

１ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

8
交通安全計画の
推進

第９次交通安全計画
の策定

計画の完成時
期

8月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
交通安全計画の
推進

交通安全計画の施策
の推進

施策の取り組
み状況調査

年1回 年１回
交通安全計画の施策
の推進

施策の取り組
み状況調査

年1回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
交通指導員の活
動推進事業

交通指導員の様々な活動
支援を通じて、交通安全
思想の普及高揚に努め、
交通事故から市民の生命
を守り、安全・安心なま
ちづくりを目的にしてい
る。

市民及
び市内
事業者

定
例
定
型

7,411
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 交通指導員出
動回数／年

330回以
上

7,895 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9
交通指導員の活
動推進事業

茅ヶ崎市交通指導員
の職務を遂行するた
め、委託業務とし
て、茅ヶ崎地区交通
安全協会を受託者と
指定し指導員業務を
実施する。

交通指導員出
動回数／年

1,200回 1,847回 4,610

茅ヶ崎市交通指導員
の職務を遂行するた
め、委託業務とし
て、茅ヶ崎地区交通
安全協会を受託者と
指定し指導員業務を
実施する。

交通指導員出
動回数／年

330回以
上

4,610
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

9
交通指導員の活
動推進事業

茅ヶ崎市交通安全指
導員の委嘱等事務

委嘱人数 130人 ７４人 2,801
茅ヶ崎市交通安全指
導員の委嘱等事務

委嘱人数 90人 3,285
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

10 総
交通安全啓発事
業

交通安全や防犯について
の普及啓発運動を展開す
ることにより、交通安全
や防犯の意識を高めると
ともに市民の自主活動を
促し、安全・安心なまち

市民及
び市内
事業者

定
例
定
型

717
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ
街頭キャン
ペーン実施回
数

4回 1,013 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

400,783 400,783 活動指標の名称 目標値 223,024 223,024

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

安全対策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

安全対策課

施策目標 市民生活の安全を確保する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

10
交通安全啓発事
業

交通安全・防犯市民
総ぐるみ運動推進大
会の開催

事業開催数 3回 3回 129
交通安全・防犯市民
総ぐるみ運動推進大
会の開催

事業開催数 3回 307
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし 維持

10
交通安全啓発事
業

交通安全街頭キャン
ペーンの実施等(5回
／年)

街頭キャン
ペーン参加市
民数／年

9,500人 9,456人 588
交通安全街頭キャン
ペーンの実施等(4回
／年)

街頭キャン
ペーン実施回
数

4回 706
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

602 総
交通規制等の要
望

自治会等からの交通規制
等の要望を警察と協議
し、交通安全対策や交通
事故防止を促進する。

地域住
民や在
住の事
業者、
PTA等

定
例
定
型

適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ

602
交通規制等の要
望

警察等の関係機関と
要望等の調整を行う

茅ヶ崎警察署
への交通規制
等の要望件数
／年

80件 102件 （事業№12へ統合）

11 総
交通安全教育事
業

交通安全教室を開催する
ことにより、交通安全の
大切さを理解してもら
い、一人一人が交通ルー
ルやマナーを守り、交通
事故を防止することを目
的とする。

市民及
び市内
事業者

定
例
定
型

5,594
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 教室等の実施
団体数

118団体 7,077

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
交通安全教育事
業

教育指導員の勤務日
数

一人当たりの
出勤日数／年

160日 １５３日 2,839
教育指導員の勤務日
数

一人当たりの
出勤日数／年

160日 2,880

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11
交通安全教育事
業

交通安全指導事業計
画の策定、教育指導
員の研修

教育指導員の
研修回数（研
修開催日数）
／年

3回 ３回 17 教育指導員の研修

教育指導員の
研修回数（研
修開催日数）
／年

3回 18

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11
交通安全教育事
業

交通安全教室等の開
催

教室等開催回
数／年

280回 ２７１回 2,738
交通安全教室等の開
催

教室等の実施
団体数

118団体 4,179

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

12 総
交通安全対策事
業

地域住民等からの要望に
より交通安全注意喚起看
板等を整備し、未然に交
通事故の防止を図ること
を目的としている。

全市民

定
例
定
型

2,959
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 会議回数／年 ４回 1,239 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
交通安全対策事
業

（事業№15から統
合）

茅ヶ崎市交通安全対
策連絡調整会議

会議回数／年 ４回 維持

12
交通安全対策事
業

交通安全警告・注意
看板の作成・設置

看板枚数／年 140枚 １０５枚 2,959
交通安全警告・注意
看板の作成・設置

看板枚数／年 140枚 1,239 維持

12
交通安全対策事
業

（事業№12から統
合）

警察等の関係機関と
要望等の調整を行う

茅ヶ崎警察署
への交通規制
等の要望件数
／年

80件
予算
なし

13 総
通学路安全対策
事業

小中学校の通学路におけ
る安全対策に関する施策
を実施し、学童の交通安
全に資することを目的と
する。

小中学
校の児
童・生

徒

定
例
定
型

961
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 新設、撤去箇
所数／年

275箇所 962 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

13
通学路安全対策
事業

電柱巻の通学路表示
板設置及び撤去

新設、撤去箇
所数／年

275箇所
２７５箇
所

961
電柱巻の通学路表示
板設置及び撤去

新設、撤去箇
所数／年

275箇所 962
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

13
通学路安全対策
事業

茅ヶ崎市交通安全対
策連絡調整会議

会議回数／年 ４回 8回
茅ヶ崎市交通安全対
策連絡調整会議

会議回数／年 ４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総
交通安全関係団
体育成事業

交通安全に関わる関連団
体の育成し、交通安全事
業の推進に寄与すること
を目的としている。

県、湘
南交通
安全対
策協議
会及び
安全協
会、安
全運転
管理者

会

定
例
定
型

1,182
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 交通安全関係
団体

4団体 1,183 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

400,783 400,783 活動指標の名称 目標値 223,024 223,024

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

安全対策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

安全対策課

施策目標 市民生活の安全を確保する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

14
交通安全関係団
体育成事業

各種団体における相
互の情報交流・安全
運転管理者団体の活
動支援

関係団体会議
参加回数／年

10回 １５回 1,182

各種団体における相
互の情報交流・安全
運転管理者団体の活
動支援

交通安全関係
団体

4団体 1,183
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
放置自転車対策
事業

安全で良好な歩行空間を
確保し、交通の円滑化を
図ると共に、駅前広場を
中心とした茅ヶ崎駅周辺
の美観の向上と非常時に
おける緊急活動の円滑化
を図り、安全で快適な市
民生活を確保することを
目的としている。

市民及
び駅周
辺に自
転車で
来訪す
る人々

定
例
定
型

53,768
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ 放置自転車の撤去業
務

放置自転車の
撤去台数／年

4,900台 56,062 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
放置自転車対策
事業

放置自転車の撤去業
務

放置自転車の
撤去台数／年

5,000台
４９２５
台

8,986
放置自転車の撤去業
務

放置自転車の
撤去台数／年

4,900台 8,144
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

15
放置自転車対策
事業

放置自転車の処分・
リサイクル業務

放置自転車の
処分及びリサ
イクル台数／
年

処分
2,500台
リサイク
ル　329
台(H19
実績305
台の8%
増)

処分２３
８０台
リサイク
ル　３４
１台

1,050
放置自転車の処分・
リサイクル業務

放置自転車の
処分及びリサ
イクル台数／
年

処分
2,500台
リサイク
ル　329
台(H19
実績305
台の8%
増)

1,575
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
放置自転車対策
事業

啓発員による違法自
転車駐車の指導

啓発員の延べ
啓発時間／年

34,000
時間

３３，９
７２時間

30,248
啓発員による違法自
転車駐車の指導

啓発員の延べ
啓発時間／年

33,277
時間

29,949
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
放置自転車対策
事業

保管場所及び集積場
所運営維持管理業務

放置自転車保
管場所での返
還台数／年

2,750台
(撤去台
数目標×
55%返
還率）

２，８１
０台

13,484
保管場所及び集積場
所運営維持管理業務

放置自転車保
管場所での返
還台数／年

2,695台
(撤去台
数4,900
×55%
返還率）

11,973
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
放置自転車対策
事業

北茅ヶ崎・香川自転
車置場管理運営業務

自転車駐車台
数／日平均

1,700台
１，７５
８台

北茅ヶ崎・香川自転
車置場管理運営業務

自転車駐車台
数／日平均

700台 4,421
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

16 総
自転車駐車場管
理運営事業

駅周辺における市営有料
自転車駐車場を市民ニー
ズを取り入れ運営するこ
とによる利用の拡大を図
り、放置自転車を一掃し
駅周辺における交通環境
と居住環境の向上を促進
することを目的とする。

市民及
び駅周
辺に自
転車で
来訪す
る人々

定
例
定
型

64,282
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ
都市施設公社による
自転車駐車場の効率
的な運営

駐車可能台数
11,317
台

66,092

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
維持

16
自転車駐車場管
理運営事業

都市施設公社による
自転車駐車場の効率
的な運営

自転車駐車場
利用台数／年

890,00
0台

859,44
3台

都市施設公社による
自転車駐車場の効率
的な運営

自転車駐車場
利用台数／年

890,00
0台

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

16
自転車駐車場管
理運営事業

自転車駐車場の借上
及び管理

施設数 9箇所 9箇所 64,282
自転車駐車場の借上
及び管理

施設数 9箇所 66,092

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

16
自転車駐車場管
理運営事業

（事業№21から統
合）

自転車整備センター
による自転車駐車場
の効率的な運営

施設数 1箇所

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

17 総
自転車駐車場施
設整備事業

茅ヶ崎駅や辻堂駅の南側
では、自転車駐車場の需
要が高く供給が不足して
いるため、民間の自転車
駐車場建設希望者に対し
助成することを目的とし
ている。

民間の
自転車
駐車場
建設希
望者

政
策

民間自転車駐
車場施設への
助成

具体的事例の相談は
なかったが、候補地
についての状況把握
に努めている。

Ｂ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

17
自転車駐車場施
設整備事業

民営自転車駐車場建
設の補助助成（賃貸
借も含む）

民営自転車駐
車場整備補助
の相談件数／
年

1件 0件
民営自転車駐車場建
設の補助助成（賃貸
借も含む）

民営自転車駐
車場整備補助
の相談件数／
年

1件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

400,783 400,783 活動指標の名称 目標値 223,024 223,024

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

安全対策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

安全対策課

施策目標 市民生活の安全を確保する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

17
自転車駐車場施
設整備事業

（事業№21から統
合）

既存施設の改修等の
見直し

既存施設の改
修及び利用時
間の見直しの
研究

3月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

603 総
香川駅周辺の自
転車駐車場整備
事業

現在策定された香川駅周
辺まちづくり整備計画の
中で、短期整備事業と位
置付けられた、西口自転
車駐車場の建設、整備を
目的とする。

香川駅
を利用
する通
勤通学
者や買
い物等
で駅周
辺等へ
自動車
で来訪
する
人々

政
策

駅周辺部への
自転車駐車場
の整備

155,161
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ

603
香川駅周辺の自
転車駐車場整備
事業

（仮称）香川自転車
駐車場整備

自転車駐車場
建設及び土地
開発公社保有
分用地購入費

建設及び
購入用地
6筆

建設及び
購入用地
13筆

155,161 （事業№16に統合）

604 総
駅南口新規自転
車駐車場整備

茅ヶ崎駅南側で供給が不
足している自転車駐車場
の整備を目的とする。

民間の
自転車
駐車場
建設希
望者

定
例
定
型

適地がなく、交渉が
行えなかった。 Ｂ

604
駅南口新規自転
車駐車場整備

自転車駐車場整備候
補地の確保

候補地確保の
ための交渉

1箇所 １箇所 （事業№17へ統合）

18 総
自動車駐車場管
理運営事業

茅ヶ崎駅周辺や茅ヶ崎海
岸を利用、来訪する市民
等に対して、安心して駐
車できる場所の提供と駅
周辺における違法駐車対
策を目的とする。

乗用車
で茅ヶ
崎駅を
利用す
る通勤
通学者
や駅周
辺での
買い物
客、サ
ザン

ビーチ
等に来
訪する
人々

定
例
定
型

8,472
適切に事務をおこ
なっており、成果が
でている。

Ａ

指定管理者（（財）
都市施設公社）によ
る自動車駐車場の効
率的な運営

駐車場可能台
数

600台 7,852

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
自動車駐車場管
理運営事業

指定管理者（（財）
都市施設公社）によ
る自動車駐車場の効
率的な運営

自動車駐車場
利用台数／年

160,00
0台

153，
273台

指定管理者（（財）
都市施設公社）によ
る自動車駐車場の効
率的な運営

自動車駐車場
利用台数／年

160,00
0台

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

18
自動車駐車場管
理事業

自動車駐車場の借上
及び管理

施設数 2箇所 2箇所 8,472
自動車駐車場の借上
及び管理

施設数 2箇所 7,852

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

18
自動車駐車場管
理運営事業

自動車駐車場の効率
的な運営のための打
合せ会議

打合せ会議
回数／年

6回 6回
自動車駐車場の効率
的な運営のための打
合せ会議

打合せ会議
回数／年

6回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総
違法駐車等防止
啓発活動事業

駅周辺の違法駐車を防止
することにより、安全で
良好な歩行空間を確保
し、駅前広場を中心とし
た茅ヶ崎駅周辺の美観の
向上と非常時における緊
急活動の円滑化を図り、
安全で快適な市民生活を
確保することを目的とし
ている。

茅ヶ崎
駅周辺
での違
法駐車
運転者

定
例
定
型

4,590
定期的な活動の実施
により、一定の周知
が図られた。

Ａ 啓発活動日数 128日 4,548 未 高 高 高 縮小 有り 24
減
ら
す

19
違法駐車等防止
啓発活動事業

違法駐車防止啓発活
動（キャンペーンも
含む）

啓発活動回／
年

512回及
び駅周辺
駐車場
リーフ
レット作
成他

512回及
び駅周辺
駐車場
リーフ
レット作
成他

4,322
違法駐車防止啓発活
動（キャンペーンも
含む）

啓発活動日数 128日 4,367
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24 日数の減
減
ら
す

19
違法駐車等防止
啓発活動事業

違法駐車車両実態調
査活動

違法駐車禁止
区域内の年間
違法駐車台数
（前年度比
５％減）

3,458台 3,176台 268
違法駐車車両実態調
査活動

違法駐車禁止
区域内の年間
違法駐車台数
（前年度比
５％減）

3458台 181
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24 廃止
減
ら
す
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

400,783 400,783 活動指標の名称 目標値 223,024 223,024

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

安全対策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

安全対策課

施策目標 市民生活の安全を確保する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

605 総
都市施設公社自
主独立支援事業

指定管理者制度の導入に
伴い、今後の公社の進む
べき方向性を見つけ出し
独立支援を行うことを目
的としている。

（財）
茅ヶ崎
市都市
施設公

社

定
例
定
型

Ａ 未 高 高 高 なし
予算
なし

605
都市施設公社自
主独立支援事業

外郭団体の見直し基
本方針に基づき都市
施設公社のあり方に
ついて検討を行う。

打合せ会議
回／年

6回 6回 （事業№20へ統合）
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
都市施設公社運
営事業

都市施設公社の円滑な運
営を行う

全市民
等

定
例
定
型

定例的な意見交換を
実施し、業務管理が
進むことになった。

Ａ モニタリング
回数

年4回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

20
都市施設公社運
営事業

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年12回
（月1
回）

年12回
（月1
回）

指定管理業務モニタ
リング（月次報告）

月次報告の評
価回数

年12回
（月1
回）

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24 廃止
予算
なし

20
都市施設公社運
営事業

指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年1回 年1回
指定管理業務モニタ
リング（年次報告）

年次報告の評
価回数

年1回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24 廃止
予算
なし

20
都市施設公社運
営事業

指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年1回 年1回
指定管理業務モニタ
リング（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年1回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24 廃止
予算
なし

20
都市施設公社運
営事業

指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年4回 年4回
指定管理業務モニタ
リング（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年4回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24 廃止
予算
なし

20
都市施設公社自
主独立支援事業

（事業№24から統
合）

外郭団体の見直し基
本方針に基づき都市
施設公社のあり方に
ついて検討を行う。

打合せ会議
回／年

6回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

有 有り 24 廃止
予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

Ａ 予算
なし

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課（班）の活動内容
の検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

5月 3月

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課（班）の活動内容
の検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

5月
予算
なし

888
災害応急対策活
動

災害時の交通安全対
策（災害等発生時）

警察交通課と
の連携及び道
路被害状況の
収集、市民へ
の適切な情報
提供

随時 随時
災害時の交通安全対
策（災害等発生時）

警察交通課と
の連携及び道
路被害状況の
収集、市民へ
の適切な情報
提供

随時
予算
なし

888
災害応急対策活
動

防災安全部の災害等
の応急対策に必要な
職員の配備

防災安全部の
災害等の応急
対策に必要な
職員の配備
（安全対策
課）

8名 9名
防災安全部の災害等
の応急対策に必要な
職員の配備

防災安全部の
災害等の応急
対策に必要な
職員の配備
（安全対策
課）

9名
予算
なし

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

予算
なし


